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第６章 配慮書についての意見及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

6.1 主務大臣の意見と都市計画決定権者の見解 

配慮書に対する国土交通大臣の意見及びそれに対する都市計画決定権者の見解は、表 6.1-1

に示すとおりです。 

 

表 6.1-1(1) 国土交通大臣の意見と都市計画決定権者の見解 

主務大臣の意見 都市計画決定権者の見解 

１.総論 

(1) 土地利用等の検討経緯について 

今後の詳細な各ゾーンの位置及び規模の検

討に当たっては、その決定の経緯、各ゾーン

の配置に関する考え方に加え、その規模に関

する考え方について、想定区域周辺の土地利

用に配慮した事項も含めて、方法書以降の図

書に記載すること。 

また、今後の本事業の具体化の過程におい

て、環境の保全の配慮に係る検討を行った上

で、その検討の経緯及び内容についても、方

法書以降の図書に記載すること。 

 

 

各ゾーンの詳細な位置及び規模の検討に

当たって、その決定の経緯、各ゾーンの配

置に関する考え方、その規模に関する考え

方について、想定区域周辺の土地利用に配

慮した事項も含めて、方法書に記載しまし

た。 

また、今後の都市計画対象事業の具体化

の過程において、環境の保全の配慮に係る

検討を行った上で、その検討の経緯及び内

容について、準備書以降に記載します。 

(2) 工事計画の検討について 

想定区域周辺には、多数の住居及び学校そ

の他の環境の保全について配慮が特に必要な

施設（以下「住居等」という。）が存在するこ

とから、本事業の工事実施により、これら住居

等に対して騒音等の影響を及ぼす可能性があ

る。このため、今後予定している、工事計画の

検討に当たっては、住居等への影響について

適切に調査、予測及び評価を行うこと。 

 

都市計画対象事業の工事実施により、住

居等に対して騒音等の生活環境に影響を及

ぼす可能性があることから、これらの環境

要素を環境影響評価項目として選定しまし

た。今後、これらの環境影響評価項目につ

いて、調査、予測及び評価を行い、住居等

への影響を考慮し、適切に調査、予測及び

評価を行うとともに、必要な環境保全措置

を講じるものとします。 

(3) 他事業の影響について 

想定区域及びその周辺においては、本事業

と同様に横浜市において「(仮称)都市高速鉄

道上瀬谷ライン整備事業」及び「(仮称)旧上瀬

谷通信施設公園整備事業」(以下「周辺事業」

という。)が計画されており、本事業及び周辺

事業による複合的な影響が懸念される。この

ため、方法書以降の環境影響評価の項目の選

定に当たっては、周辺事業の影響を考慮し、環

境影響評価の項目を適切に選定した上で、適

切な調査、予測及び評価を行うこと。 

 

都市計画対象事業と同時に施工が計画さ

れている周辺事業による複合的な影響が懸

念されることから、都市計画対象事業の予

測時期において、その時期の他事業の影響

も必要に応じて考慮し、影響を予測する旨

を記載しました。 
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表 6.1-1(2) 国土交通大臣の意見と都市計画決定権者の見解 

主務大臣の意見 都市計画決定権者の見解 

２.各論 

(1) 人と自然との触れ合いの活動の場について 

想定区域及びその周辺には、「生物多様性保

全上重要な里地里山」に選定されている「三

保・新治、川井・矢指・上瀬谷」及び「瀬谷市

民の森」等が存在することから、本事業の実施

により、これらの人と自然との触れ合いの活

動の場への影響が懸念される。このため、里地

里山の自然環境への影響について、地域住民

の意見及び専門家等の助言を踏まえた、調査、

予測及び評価を行い、その結果を踏まえて、必

要に応じて環境保全措置を講ずることによ

り、本事業による影響を回避又は極力低減す

ること。 

 

 

里地里山の自然環境への影響について、

地域住民の意見を参考にするとともに、専

門家等の助言を踏まえたうえで、調査、予

測及び評価を行います。その結果を踏まえ

て、必要に応じて環境保全措置を講ずるこ

とにより、都市計画対象事業による影響を

回避又は極力低減することに努めます。な

お、環境保全措置を講じる場合は、その内

容についても、専門家の助言を得て判断す

るものとします。 

(2) 廃棄物等について 

本事業の実施に伴い、想定区域内に存在す

る建物や道路等の構造物の解体・撤去による

廃棄物及び大規模な土地の改変による建設発

生土が多く発生するおそれがある。 

このため、詳細な整備計画の検討において

は、廃棄物及び建設発生土の発生量の抑制に

可能な限り努めること。 

 

廃棄物等について環境影響評価を行う項

目に選定し、廃棄物及び建設発生土の発生

量の抑制のための環境保全措置を検討する

とともに、詳細な整備計画に反映させます。 

(3) 温室効果ガスについて 

工事に伴う温室効果ガスをできる限り削減

するよう、効率的な施工及び建設機械等の省

エネルギー化等の環境保全措置を検討するこ

と。 

 

温室効果ガスについて環境影響評価を行

う項目に選定し、効率的な施工及び建設機

械等の省エネルギー化等の環境保全措置の

検討を行うとともに、これを施工計画に反

映させること等により、工事に伴う温室効

果ガスをできる限り削減するように努めま

す。 
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6.2 市長の意見と都市計画決定権者の見解 

配慮書に対する横浜市長の意見及びそれに対する都市計画決定権者の見解は、表 6.2-1 に示

すとおりです。 

 

表 6.2-1(1) 横浜市長の意見と都市計画決定権者の見解 

横浜市長の意見 都市計画決定権者の見解 

１.全般的事項 

本事業の事業計画を具体化する際には、最新

のデータや知見をもとに、環境への影響を実行

可能な範囲内でできる限り回避、又は低減する

よう配慮しつつ進めてください。 

今後の事業の進展においては、環境に関する

本市の最新の計画等と整合を図るなど、適時、

適切な配慮内容となるよう検討してください。

また、環境影響評価方法書（以下「方法書」とい

う。）以降の図書の作成に当たっては、次の事項

を十分に踏まえ、必要に応じて関係機関と事前

協議を行ってください。 

 

都市計画対象事業の事業計画の具体化に当

たっては、最新のデータや知見をもとに、環境

への影響を実行可能な範囲内でできる限り回

避、又は低減するよう配慮しつつ進めます。 

今後の事業の熟度を高める過程においては、

環境に関する国や横浜市の最新の計画等と整

合を図るなど、適時、適切な配慮内容となるよ

う検討します。また、方法書以降の図書の作成

に当たっては、以下の(1)～(5)の事項を踏ま

え、必要に応じて関係機関と事前協議を行いま

す。 

(1)「（仮称）旧上瀬谷通信施設公園整備事業」及

び「（仮称）都市高速鉄道上瀬谷ライン整備事業」

を含む３事業で連携し、それぞれの事業特性は

踏まえながらも、市民に分かりやすく統一感の

ある図書の作成に努めてください。 

(1)「（仮称）旧上瀬谷通信施設公園整備事業」

及び「（仮称）都市高速鉄道上瀬谷ライン整備

事業」と連携し、都市計画対象事業の特性を踏

まえ、第３章の記述や第８章の調査位置を示す

図面の統一を図りました。 

(2)農業振興ゾーン、公園・防災ゾーン、観光・

賑わいゾーン及び物流ゾーンの選定、面積、配

置に関する考え方及びその決定の経緯につい

て、内容が十分理解されるよう分かりやすく方

法書に記載してください。 

(2)方法書の作成に当たっては、土地利用に係

る各ゾーンの選定や、その規模や配置などの考

え方及びその決定の経緯について、分かりやす

い記述に努めました。 

(3)関連する「（仮称）旧上瀬谷通信施設公園整

備事業」及び「（仮称）都市高速鉄道上瀬谷ライ

ン整備事業」の事業計画を踏まえた環境影響評

価項目の選定並びに調査、予測及び評価の手法

について検討してください。 

(3)関連する他事業の事業計画を踏まえた環境

影響評価項目の選定並びに調査、予測及び評価

の手法について検討しました。その結果、都市

計画対象事業の予測時期において、その時期の

他事業の影響も必要に応じて考慮し、影響を予

測する旨を記載しました。 
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表 6.2-1(2) 横浜市長の意見と都市計画決定権者の見解 

横浜市長の意見 都市計画決定権者の見解 

(4)環境影響評価項目の選定に当たっては、参考

項目及び横浜市環境影響評価技術指針を勘案し

つつ、事業特性、地域特性及び事業計画の具体

化を踏まえ適切に行ってください。 

(4) 環境影響評価項目の選定に当たっては、参

考項目及び横浜市環境影響評価技術指針を勘

案しつつ、事業特性、地域特性及び事業計画の

具体化を踏まえ適切に行いました。また、神奈

川県環境影響評価技術指針についても勘案し

ました。（その考え方は、第８章 8.1（P.8-1～

8）に示しました。） 

なお、表 8.1-2（P.8-3、4）の脚注に、参考

項目、参考項目にはないが基本的事項の別表に

掲載されている項目、市条例に基づく項目のい

ずれに該当するかがわかるように記述してい

ます。 

(5)今後事業計画を進めていく過程においては、

広く意見を聴取するとともに、聴取した意見の

事業計画への反映に努めてください。 

(5)今後事業計画を進めていく過程において

は、広く意見を聴取するとともに、聴取した意

見の事業計画への反映に努めます。 

２.個別の環境要素に関する事項 

(1)土壌汚染 

事業実施想定区域に軍事施設があったことを

考慮し、土壌汚染に係る調査を行うとともに、

土壌汚染が周辺地下水に及ぼす影響の把握に努

めてください。 

 

 

(1)土壌汚染 

土壌汚染対策法に基づき国が実施した調査

結果の情報収集に努めるとともに、事業者とし

ても土地利用履歴を踏まえ、土壌汚染が懸念さ

れる場所を中心とした調査を行う予定であり、

その手法を方法書に記載しました。 

(2)動物、植物、生態系 

 ア 事業実施想定区域に存在するまとまった

草地が減少するなど、本事業の実施により

生態系への影響が想定されることから、生

態系に対するより具体的な配慮について方

法書以降の図書に記載してください。 

イ 事業実施想定区域にホタルが生息する場

合は、ホタルが地域の在来種であるか否か

の把握に努めてください。 

(2)動物、植物、生態系 

 ア 都市計画対象事業の実施による生態系の

影響について適切に予測することにより、

影響の程度を明らかにした上で、その影響

を回避・低減又は代償するための具体的な

配慮について準備書に記載します。 

イ 対象事業実施区域にホタルが生息する場

合は、DNA 解析等の手法により、地域の在

来種であるか否かの把握に努めます。 
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6.3 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要と都市計画決定権者の見解 

配慮書を令和２年１月 15日～令和２年２月 14 日まで縦覧に供し、配慮書に対する環境の保

全の見地からの意見を有する者の意見を募集しました。その結果４通の意見書、延べ４件の意

見があり、その概要と都市計画決定権者の見解は表 6.3-1 に示すとおりです。 

 

 

表 6.3-1(1) 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要と都市計画決定権者の見解 

環境の保全の見地からの意見を有する者の 
意見の概要 

都市計画決定権者の見解 

１.事業計画について 

(1)横浜市内の緑を保全する立場で、開発はでき

るだけ避けてください。 

 

 

 

 

(1)「旧上瀬谷通信施設土地利用基本計画」で

は、旧上瀬谷通信施設のまちづくりのコンセプ

トにおいて都市と緑や農とのバランスのとれ

た新しいまちづくりを進めていくことを位置

付けています。この土地利用基本計画に沿っ

て、都市計画対象事業を進めていきます。 

(2)横浜市の「米軍施設返還跡地利用指針」（平

成 18 年６月）は市民（区民）の要望に沿うもの

であり、同指針の立場に戻るべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

(2)「米軍施設返還跡地利用指針」では、「水や

緑」、「魅力ある景観」、「経済活動」、「レクリエ

ーションやスポーツ」などの環境を、返還施設

跡地を活用して幅広く再生していくという主

旨となっています。 

「旧上瀬谷通信施設土地利用基本計画」は、指

針策定後の社会経済情勢の変化に対応すると

ともに、まちづくりのテーマを「豊かな自然環

境をいかした郊外部の新たな活性化拠点の形

成」としており、指針の考え方を継承するもの

であり、この土地利用基本計画に沿って、都市

計画対象事業を進めていきます。 

(3)公有地は市民のために使うべきであり、テー

マパークとして利用するのは、地権者の持ち分

の範囲に限定してください。 

(3)土地区画整理事業を実施することで、旧上

瀬谷通信施設の国有地や民有地等の混在を解

消することを検討しています。 

国有地の配置（換地）については、今後、土

地区画整理事業の検討を進める中で国との協

議等も踏まえ決めていくことになりますが、公

共性の高い公園・防災ゾーンや将来の道路等の

公共施設を中心に配置することを前提に検討

を進めていきます。 

  



 

6-6 

表 6.3-1(2) 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要と都市計画決定権者の見解 

環境の保全の見地からの意見を有する者の 

意見の概要 
都市計画決定権者の見解 

２.生態系の評価、環境影響の代償等について 

(1)生態系の評価については、当地の生態系を代

表する種を評価対象種とした生物多様性定量評

価手法を用い、誰でも理解できるよう、影響の

程度を数値で示して頂きたい。 

 

 

 

(1)生態系の予測・評価については、対象事業

実施区域及びその周辺を代表する種として、上

位性、典型性、特殊性の視点から対象種を選定

することによるとともに、生物多様性の視点も

含めた知見を踏まえ、できる限り分かりやすく

とりまとめるよう努めます。 

(2)評価により明らかになった環境影響につい

ては、開発区域外の緑地の保全活動を行うこと

で代償して頂きたい。域内の緑地を一部保存し、

維持管理することにも積極的に取り組んでほし

い。 

(2)今後の環境影響評価の手続きにおいては、

対象事業実施区域内において緑地を一部保存

し、維持管理すること等による環境影響の回

避・低減の考え方を重視するとともに、必要に

応じて、環境影響の代償措置についても検討

し、生態系に対する影響を、できる限り低減で

きるようにします。 

 


